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環環境境報報告告書書のの作作成成ににああたたっってて  
 

 

2005 年 4 月「環境情報の提供等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に

関する法律」（環境配慮促進法）が施行され，名古屋大学も環境に配慮した取組を促進し，

その状況を「環境報告書」として作成，公表することが求められました。 

本学では 2001 年（平成 13 年）“ごみ減量化宣言”を発し，学内の教育･研究活動の結果

排出される一般廃棄物（ごみ）の発生を抑制(reduce)するとともに，分別回収を徹底し，

再使用(re-use)，再利用(recycle)を促進し，環境負荷の低減に努めてきました。また，省

エネルギーにも取り組むなど，環境配慮促進法が目的とするところをすでに進めています。 

環境配慮促進法の施行を契機として，これまでの取組を見直し，さらに環境に配慮した教

育･研究活動を推進していくために「名古屋大学環境報告書 2006」を作成しました。 

環境報告書 2006 の作成にあたり作成検討ワーキンググループならびに作成班を組織し，

内容の検討や資料の収集･整理に協力していただき，最終案のまとめは名古屋大学環境安全

衛生管理室および名古屋大学施設管理部が中心に行いました。 

なお，この環境報告書は名古屋大学のホームページでも公表しています。 

HP アドレス http://www.nagoya-u.ac.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東東山山キキャャンンパパスス  

鶴鶴舞舞キキャャンンパパスス  

報告対象期間：2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

（この期間外の事項については当該箇所に明記） 

報告対象範囲：名古屋大学 東山キャンパス及び鶴舞キャンパス

発 行 年 月：2006年9月（次回発行予定：2007年9月） 

 

問い合わせ先 

名古屋大学施設管理部施設管理課  
〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町 

TEL 052-789-2137   FAX 052-789-2150 

Ｅ-mail ：sis-yos@post.jimu.nagoya-u.ac.jp 
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１１．．総総  長長  のの  ここ  とと  ばば  
 

 

環境報告書を出すに当たって 

 

名古屋大学は学術憲章で「人間と社会と自然に関する研

究と教育を通じて，人々の幸福に貢献する事を，その使命

とする。」と述べています。また環境方針の基本理念として

「すべての構成員がそれぞれの立場で，教育・研究・大学

運営・社会貢献のすべての面でよりよい地球環境の実現の

ための努力を行う」事をうたっています。 

環境・安全・衛生に関する事項は大学としての大学の教

育・研究を実践する上での基本姿勢を表すものです。単に

一事業所として環境汚染をしない，廃液，化学物質などを

出さないという以上に，関連する研究，教育への発展を含

め，大学がどのように環境問題に向き合うかと言うことで

す。 

２００５年愛知県で開催された「愛地球博」では名古屋大学の学生，教職員は「自然の

叡智」「自然との共生」を積極的に学び，その一翼を担い積極的に参加してきました。名古

屋大学も２００５年，環境に配慮し持続可能な社会を実現するための研究・教育を行うこ

とをめざし，新たな研究所としてエコトピア研究所を創設しました。 

国立大学は法人化され名古屋大学も一事業所としての社会的責任を果たすことが求めら

れています。現在，国立大学法人は負の遺産ともいえる，アスベスト問題，ＰＣＢ問題，

老朽施設問題と多くの問題を抱え，解決を求められています。 

名古屋大学は教育・研究機関であり単に環境を守り，保護するだけでなく，環境学研究

科を核に教育・研究活動を通して環境問題に取り組む研究者，学生・社会人を創り出すた

め，「勇気ある知識人」の育成を目指しています。 

国立大学法人の事業所として，電気・ガス・水などエネルギー消費の低減，緑の維持，

増進を図るなど環境負荷を削減する方策を探り，社会との連携の中で各種の取り組みを行

ってきました。この環境報告書２００６は国立大学法人名古屋大学が出す初めての報告書

であります。２００５年度に実際に行っている名古屋大学の取り組みの一部を掲載してい

るに過ぎませんが，今後，環境報告書を通じて，環境に対する名古屋大学の活動の方向性

が示されればと考えます。 

 

 

２００６年９月    
   

名古屋大学総長             
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２２．．環環  境境  方方  針針  
 

 

１１．．基基本本理理念念  
 

名古屋大学は，現代人の行動が地球環境と未来の世代に与える影響の重大性を認識し，

持続可能な地球環境の保全に積極的に取り組む。 

名古屋大学は，人類がこれまで築きあげてきた知的財産を十分に生かしながら，真に尊

重すべきことは何かを問い直し，人類と地球の将来を見通す長期的な視野から環境問題を

考える。 

名古屋大学のすべての構成員は，それぞれの立場に応じて，教育・研究・大学運営・社

会貢献のすべての面でよりよい地球環境の実現のための努力を行う。 

 

 

２２．．基基本本方方針針  

 

（１）名古屋大学は，環境問題について正しく理解し適切に対処していくため，人文・社

会・自然科学のすべての分野で体系的な取り組みを行う。 

 

（２）名古屋大学は，学生に環境問題について正しく理解し考える力を身につけさせ，環

境保全において率先して活躍できる人々を養成する。 

 

（３）名古屋大学は，環境に関わる大学の施策のあるべき姿を，教職員・学生がともに考

えていく。 

 

（４）名古屋大学は，自らが環境に及ぼす影響を客観的に把握し，環境負荷削減のための

総合的・体系的な対策を行う。 

 

（５）名古屋大学は，地域環境や地球環境における諸問題に積極的に関心を持ち，地域社

会に根ざすと同時に，国際社会とも連携しながら環境問題について考え，取り組んで

いく。 

 

 

２００５年８月１日 

名古屋大学総長 平野 眞一 
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３３．．大大  学学  概概  要要（（22000055 年年 55 月月現現在在））  

 

 

１１．．組組織織図図  
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２２．．職職員員数数・・学学生生数数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３．．土土地地・・建建物物  
 

 

 

 

 

 

 

 

役員数 (人)

区　　　　分 合　計

総　　長 1

理事・監事 7

合　計 8

職員数 (人)

区　　　　分 教　授 助教授 講　師 助　手 附属学校
事　　務・
技術職員

合　計

男　　　子 617 451 111 401 25 712 2,317

女　　　子 36 57 17 84 13 796 1,003

合　計 653 508 128 485 38 1,508 3,320

学部学生数 (人)

区　　　　分 学部学生
科目等
履修生

聴講生 研究生等 合　計

男　　　子 6,851 10 21 178 7,060

女　　　子 2,949 15 17 124 3,105

合　計 9,800 25 38 302 10,165

大学院学生数 (人)

区　　　　分 前期課程 後期課程
医　　　学
博士課程

専 門 職
学位課程

研究生等 合　計

男　　　子 2,568 1,198 460 104 150 4,480

女　　　子 896 587 169 62 138 1,852

合　計 3,464 1,785 629 166 288 6,332

教育学部附属学校生徒数 (人)

区　　　　分 合　計

中学校 241

高等学校 357

合　計 598

資産(㎡) 借入(㎡) 資産(㎡) 借入(㎡)

東山地区 698,380 105 418,182

鶴舞地区 89,137 159,705

大幸地区 48,463 24,053

その他 2,315,405 70,571 68,855 550

合　　計 3,151,385 70,676 670,795 550

区　　　　分
土　　　地 建　　　物
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４４．．環環  境境  管管  理理  組組  織織（（22000066 年年 44 月月現現在在））  

 

 

2005 年度に環境安全衛生に関する組織のあり方を検討した結果，以下のとおり 2006 年 4

月から改組になりました。 
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室　　長 環境管理担当

教員：兼任
(教授)

安全管理担当 　　　教員：専任

　　　（助教授、助手）

衛生管理担当

支援

○安全管理担当の業務
　　　安全マニュアルの作成及び回転機械･動力機械・クレーン・電気機器
　　　類・レーザー機器等の管理、高圧ガス管理システム等の管理、実験
　　　室等の巡視及び点検マニュアルの作成、所管官庁への各種届出等
　　　(事故調査に係るものを含む)

○衛生管理担当の業務
　　　作業環境測定、大気環境測定、ドラフトチャンバーの維持・点検、
　　　特殊業務に係る健康診断の・計画・実施・判断等、所管官庁への
　　　各種届出等

○環境管理担当の業務
　　　実験系・感染性廃棄物の処理、PCB廃棄物の処理、一般廃棄物の
　　　処理、化学物質(毒劇物を含む)及び化学物質管理システムの管理、
　　　排水及び排水管理システムの管理、給水(井水・上水)の管理、
　　　鏡池の水質管理

○「環境安全衛生管理室」の業務全般に係る指導・助言・教育・
　　訓練・企画・立案等

環境安全衛生管理室
（旧 廃棄物処理施設）

理事（環境安全担当）

  施設企画課（省略）

　施設整備課（省略）

　環境管理室
　　　・自然災害対策に係る計画及び実施
　　　・環境管理に係る連絡調整
　　　・東山地区の交通に係る計画及び実施、交通安全会
　　　・東山地区の防犯・防災に係る計画及び実施
　　　・東山地区の屋外環境管理の計画及び実施
　　　・東山地区の一般廃棄物等処理、環境指導員室
　
　施設管理課
　　　・安全衛生に係る各種届け出等の支援
　　　・その他労働安全衛生法に基づく大学の
　　　　安全衛生管理の支援
　　　・事業系及び特別管理産業廃棄物処理全般
　　　　に係る支援
　  　・安全衛生に係る企画・立案・実施
　　　・安全衛生に係る教育・訓練の支援

施設管理部

総　　　　　長

業務分担
連携
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５５．．環環  境境  配配  慮慮  のの  計計  画画   

 

 

名古屋大学では，省エネルギーとグリーン購入の取組など，法令により定められて

いる数値を目標値として以下のような実績の表を作成しました。 

 

取組の区分 具体的な取組 目標 
2005年度 

実績 

自己

評価

東山地区 

3.8%増加 
△

エネルギー使用

量の削減 

 

・冷房時室温２８℃，暖房時室温

１９℃の徹底 

・昼休みの消灯 

・省エネルギー型機器の採用など

年間エネルギー消

費原単位（建物床

面積１㎡当たり）

を前年度比１％削

減 

鶴舞地区 

1.5%削減 
○

東山地区 

2003年度比 

6.8%増加 

△

地球温暖化対策 

上記の他 

・低公害車の導入 

・公共交通機関を利用して自動車

の使用を控える 

2006年度目標 

温室効果ガスの原

単位排出量（CO2換

算，建物床面積１

㎡当たり）を2003

年度比3％削減 

鶴舞地区 

2003年度比 

3.6%増加 

△

東山地区 

可燃・不燃ご

み 前年度比

2.4％削減 

○

廃棄物減量化対

策 

・再資源化率を向上する 

・両面コピー，裏面利用により用

紙を削減 

・オフィス古紙を分別し，リサイ

クルする 

分別回収の徹底 
鶴舞地区 

可燃・不燃ご

み 前年度比

9.0％削減 

○

化学物質の管理 
・化学物質管理システムによる全

学一元管理 

化学物質の管理情

報システムの構築 

システム 

登録率約80%
○

グリーン購入の

推進 
・全調達物品の環境配慮 

グリーン調達比率

100％ 

主要品目の

グリーン調

達実績100％

○

環境教育 ・職員，学生への環境教育の実施

各種ガイダンス 

啓蒙活動の実施 

新入生ガイ

ダンス，附属

学校での環

境教育活動 

○

［自己評価］○：目標達成，△：目標未達成  
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６６．．環環境境配配慮慮のの取取りり組組みみ状状況況等等  

 

 

１１．．エエネネルルギギーー使使用用量量のの削削減減  
 

東山キャンパスには，工学部・理学部など実験系でエネルギー使用量の多い建物を含む

多くの学部建物があり，2005 年度の電力使用量約 7,500 万 kwh，ガス使用量 280 万ｍ３と

大工場並みにエネルギーを消費しています。 

鶴舞キャンパスは医学部及び附属病院地区であり，2005年度の電力使用量約 4,000万 kwh

（コージェネによる発電分を含む），ガス使用量 650 万ｍ３で他の学部建物に比べてエネル

ギー消費量が多くなっています。 

 

総エネルギー投入量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東山キャンパス】 

エネルギーのほとんどを電気と都市ガ

スに依存しています。総エネルギー量に

対して電気が約 85％，都市ガスが約 15％

で，Ａ重油・灯油などは１％未満の少量

です。また，2004 年以降，A 重油が数値

に表れないのは，集中暖房方式を改修工

事等によって個別対応の冷暖房方式に変

更したことによります。 

改修，新築建物面積の増加に伴い，エ

ネルギー使用量も結果的に増加傾向とな

っています。 

【鶴舞キャンパス】 

東山キャンパス同様，建物面積の増加

に伴いエネルギー使用量も増加傾向と

なっています。総エネルギー量に対して

電気が約 45％，都市ガスが約 55％です。

都市ガスの構成比が大きいのは，都市

ガスを燃料とするコージェネレーショ

ンシステムを年間を通して運転してい

るためであり，ガス使用量の 98％を占め

ています。 

東 山 地 区 

鶴 舞 地 区 
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これら両キャンパスは，省エネルギー法によりエネルギー管理指定工場として指定を受

け，エネルギー消費原単位（名古屋大学は単位面積当たりのエネルギー消費量としていま

す。）を年平均１パーセント以上低減するよう求められています。そこで本学では，エネル

ギー消費が増大する夏季(冷房)及び冬季(暖房)に，一般居室の温度を冷房時 28℃，暖房時

19℃とするなど次に示す省エネキャンペーン等に取り組みエネルギー消費低減に努めてい

ます。 

 

総エネルギー原単位推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年度新たに行った省エネルギー対策 

 

・省エネチェックシートにより部局毎の省エネ活動状況を年４回調査し，実施率による評価

を行って学内に公表した。 

・部局毎のエネルギー管理責任者の下に省エネ推進担当者を選任し，日常的に省エネ行動を

実行する体制を整えた。 

・夏季一斉休暇(8/15・16 の平日 2 日間)によるエネルギー消費削減を図った。 

・「昼休み消灯」のキャンペーンポスターを作成し配布。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネチェックシート 昼休み消灯ポスター 

2002 年度  原油換算 

東山地区 53.2 ﾘｯﾄﾙ/㎡･年 

鶴舞地区 92.1 ﾘｯﾄﾙ/㎡･年 

2005 年度の総エネルギー原単位（原油換算）

は前年度に対して， 

東山地区は 3.8％の増加 

鶴舞地区は 1.5％の削減 

となったが，省エネルギー法による年平均１

パーセント以上の削減は困難な状況で，今後

の課題である。 
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屋 上 断 面

前年度に引き続き行った省エネルギー対策 

 

・主要５キャンパスの毎月のエネルギー使用量，省エネに関する取り組みなどをホームペー

ジに掲載し学内に公表した。 

・夏季省エネキャンペーンポスターを作成し配布。 

・省エネラベル（電気をこまめに消灯，エコスタイルで適正冷房など）の配布。 

・契約電力超過予測により電力抑制メール（１回の送信数約 3,000）を発信し，契約電力超

過を回避した。（夏季，東山キャンパス） 

・冬季省エネキャンペーンポスターを作成し配布。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他省エネルギー対策 

 

屋上緑化 

近年の新築建物，改修建物については屋上緑化を推進してい

ます。2001 年～2006 年に実施した屋上緑化は約 2,400 ㎡（屋上

面積の約 12％）でした。また，屋上緑化システムとしては，枯

れた時の交換が容易なパレット形式を採用しています。 

 

 

外壁断熱 

省エネルギー対策のため外壁及び屋上には断熱を行ってい

ます。断熱材の厚みは 50mm を基本としています。なお，壁の断

熱材は現場発泡断熱材（特定フロンを含まない）を使用してい

ます。 

 

 

外壁サッシペアガラス 

居室のガラスには，断熱効果があるペアガラスを採用しています。 

 

夏の省エネポスター 冬の省エネポスター 
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自然換気 

自然換気を原則とし，便所及び建物全体の換

気・音・臭い・寒さを総合的に配慮しています。

また，階段室の最上部には開閉ガラリを設置し，

建物内に空気の流れを作ることなど積極的に自然

エネルギーを利用しています。 

 

 

機械換気 

大空間・多人数室では，全熱交換型としています。また，実験室では，省エネルギーを

考慮しつつ有害物質を排気するため，卓上型換気装置を採用しています。部屋の換気回数

は原則として，化学実験室は８回／時間，その他の実験室は５回／時間としています。 

 

 

照明設備 

照明設備は，主に省エネ・高効率タイプのインバーター点灯方式（Ｈｆ器具）を採用し，

省エネ・長寿命等経済性を図っています。 

廊下の照明設備は，人感センサー，タイマー等で制御し省エネを図っています。 

 

 

高効率型変圧器の採用 

高圧変圧器は，6,600 ボルトの電圧を照明，空調機などの電気使用負荷設備に 100 ボル

トあるいは 200 ボルトに変換して電力を供給しますが，これら負荷設備の使用の有無にか

かわらず高圧変圧器は常時電源に接続されているため「無負荷損」という利用できないエ

ネルギーを消費しています。この無負荷損として消費される電力は製造年が古い変圧器ほ

ど大きく，最新の高効率型変圧器では格段に小さくなっています。 

このことから，高圧変圧器の統廃合及び新設時には高効率型を採用し省エネを図ってい

ます。高効率型変圧器は，東山地区の 14.7％（7,145KVA），鶴舞地区の 31.6％（11,850K

VA）となっています。 

 

 

空調設備 

大空間の講義室・会議室の空調設備は，冷暖房環境を向上させるため，省エネルギー効

果があるサーキュレーターを採用しています。 

 

 

冷却水設備 

インバーターポンプによる循環方式を使用し，特に低い温度の必要なところでは個別チ

ラー冷凍機を採用しています。一部では冷却水を回収し，トイレ洗浄水として再利用して

います。 
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２２．．水水使使用用量量のの削削減減  
 

水資源投入量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物新築・改修工事，トイレ改修に伴い，節水型衛生器具（自動水洗・洗浄，擬音

装置等）を積極的に採用し，水使用量の削減に努めています。 

また，東山キャンパス・鶴舞キャンパス共に送水圧を調整し，よりいっそうの節水

対策を施していきます。 

 

 

３３．．地地球球温温暖暖化化対対策策  
 

地球温暖化対策の推進に関する方針 

 

名古屋大学は地球温暖化をはじめとする地球環境保全の重要性を認識し，事業活動

のあらゆる分野を通じて，持続的発展が可能な社会の実現に貢献するよう努めていま

す。 

 

・環境に配慮し公共交通機関の利用促進  

昨年度の地下鉄名古屋大学駅開通に伴い通勤･通学の公共交通機関利用を促進します。 

 

・廃棄物の発生量を抑制 

リサイクルの推進により廃棄物の発生量を抑制します。 

 

・職員及び学生等への環境教育と学外への環境コミュニケーションの推進  

職員及び学生等に対しては環境教育をすすめ，学外者に対しては環境情報の公開をす

すめます。   

 

東山キャンパス，鶴舞キャンパス共に名

古屋市より供給を受ける水道（市水）及び

学内の井戸水（井水）を併用し，両キャン

パス共に節水対策の効果により年々減少傾

向にあります。 

東山キャンパスでは市水が約３５％，鶴

舞キャンパスでは市水が約５０％です。 

水使用量の推移
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温室効果ガスの大気への排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４．．廃廃棄棄物物減減量量化化対対策策  

 

東山・鶴舞キャンパスでは，一般廃棄物を種類毎に分類し回収することにより，できる

だけ資源化を促して，ごみの減量化に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガスは，二酸化炭素，メタン，

一酸化炭素及びフロン３物質を言います。

名古屋大学では，電力，都市ガスなどのエ

ネルギー消費によるもの，排出した廃棄物

の焼却によるもの，実験によるもの等を地

球温暖化対策施行令などにより二酸化炭

素排出量に換算し名古屋市に報告してい

ます。 

2003 年度  ＣＯ２換算 

東山地区 123.8 kg/㎡･年 

鶴舞地区 183.0 kg/㎡･年 

また，その他の要因として特に東山キャンパ

スでは，2005 年度に実験で使用したフロン３

物質の使用量増加に伴い，温室効果ガス排出量

も増加しています。 

今後も省エネルギー対策などにより温室効

果ガス排出量の抑制に向けた取組を推進して

いきます。 

3 7 3
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東山地区の可燃・不燃ごみ処理量

名古屋大学では，省エネルギー対策を通じて温室効果ガス排出量の削減に努めています

が，東山・鶴舞地区のエネルギー消費は，建物の増築・改修，昨夏の猛暑及び冬季の低温な

どにより消費量が増え，温室効果ガス排出量が増加しています。 

東山地区の資源ごみ処理量 
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温室効果ガス排出量原単位推移 
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可燃ごみ，不燃ごみ，資源ごみ（びん，かん，ペットボトル，発泡スチロール）は，名

古屋大学指定ごみ袋回収方式としています。 

大学指定のごみ袋を事務局（財務部契約課）で作成し，各部局に配布します。東山キャ

ンパスではゴミ袋が必要な場合，部局単位で必要枚数を「環境指導員室」に注文すれば，

「環境指導員」が部局に配達します。回収費用は排出者の負担としています。 
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５５．．化化学学物物質質等等のの安安全全管管理理  
 

化学物質の廃棄物 

 

名古屋大学 環境安全衛生管理室※1 では，廃液回収場において，学内の化学物質を含む

廃棄物を有機廃液（非ハロゲン，ハロゲンに分類 1 回／3 週間），無機廃液・廃試薬（化

学物質ごと分類 1 回／1 年），写真廃液（定着液，現像液に分類 1 回／2 ヶ月）に分類し

て回収し，外部委託で処理をしています。年間の有機廃液の回収量は 7～8 万リットルであ

り，回収量は近年ではほとんど変わりません。写真廃液の回収量が昨年，急増しています

が，これは教員の退職に伴う研究室の大型改修があったためです。 

また，廃試薬容器をリサイクルするため，平成 12 年から金属，プラスチック，ガラス容

器に分けて，回収（1 回／4 ヶ月）しています。廃試薬容器の回収量は 3～4 万個であり，

近年であまり変化がないことから，廃試薬容器の回収・リサイクルが学内に浸透してきて

いるといえます。 

 

回収状況  有機廃液の回収量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真廃液の回収量   廃試薬容器の回収量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１：2006年度組織改組により「廃棄物処理施設」から「環境安全衛生管理室」に名称変更。新名称の表記とした。以降同じ。） 
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化学物質の管理 

 

名古屋大学では，毒劇物の管理，PRTR 法の報告，安衛法の対応を全学一元的かつ効率的

に実施するために，環境安全衛生管理室が中心となって，名古屋大学化学物質管理システ

ム（MaCS-NU）を導入しています。 

MaCS-NU に関する情報は，専用のホームページ

(http://www.esmc.nagoya-u.ac.jp/macs/)で学内の構成員がいつでも参照できるようにな

っており，よくある質問についてはその対処法，システムの説明書，お知らせなどを公開

しています。 

2006 年 1 月末現在で，268 研究室が登録しており，利用者は教職員 1,144 名，学生 2,681

名の計 3,825 名です。登録薬品の総数は 91,080 本で，その内毒劇物が 15,634 本，PRTR 試

薬が 14,722 本です。今後は，システム参加人数，薬品の登録本数など構成員のシステム利

用度をさらに上げることが求めらます。 

 

名古屋大学化学物質管理システム（MaCS-NU） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋大学化学物質管理システム説明のためのホームページ 
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排水の監視 

 

名古屋大学 東山キャンパスでは，下水道や公共用水への化学物質の流出を常時管理す

るために，60 ヶ所における排水桝の pH 値と，学内にある鏡ヶ池の COD 値の常時モニタリ

ングシステムを独自に開発・製作し，平成 16 年度から運用を実施しています。pH と COD

値は自動的にハードデスクに保存されます。 

排水桝の pH が異常値（pH = 5 ～ 9 以外の値）を示した場合には，システムから自動的

に排水監視担当者宛に e-mailが発信されます。このような pH監視システムの開発により，

排水監視担当者は pH 異常時の迅速な対応が可能となりました。 

システムの表示は，通常 60 分以前までの pH 値ですが，24 時間表示も可能であるので pH

異常時の原因の究明にも役立っています。 

 

排水 pH モニタリングシステム 60 分表示例 
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PCB 廃棄物保管室の表示 

特定有害産業廃棄物の管理 

 

ＰＣＢ廃棄物 

 

PCB 廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法が，平成 13 年 6 月 22 日に公布され，PCB 廃棄物

を 15 年以内（平成 28 年 7 月まで）に処分すること

が義務化された。更に，愛知県で公表された処理計

画（愛知県 PCB 廃棄物処理計画）において，高圧ト

ランス，高圧コンデンサ及び廃 PCB 等は，平成 20

年度までに約 50％を処理することとされており，ま

た，高圧トランス等を 20 台以上保管・使用する事業

者（本学東山地区はこれに該当）は，処分業者と受

入計画調整を行った上で，処理計画を平成 17 年度末

までに策定し，愛知県に報告することとされています。 

愛知県の PCB 廃棄物処理計画に即して本学の処理計画を策定するため，ＰＣＢ廃棄物処

理事業者である日本環境安全事業株式会社(JESCO)に対して PCB 廃棄物「早期登録申込書」

を提出し，平成 18 年 2 月に登録を完了しました。 

本学においては，東山地区及び鶴舞地区のＰＣＢ廃棄物保管室に保管場所を示す掲

示を行い，処理が完了するまで適正管理に努めています。 

 

建築物における吹き付けアスベスト対策 

 

本学では，昭和６２年から昭和６３年にかけて，建築物のアスベストについて全学的な

調査を実施し，平成元年から平成２年にかけて対策工事を行い，アスベストの飛散防止処

理を講じてきました。 

平成１７年に「アスベスト問題」が深刻化したことを受けて，文部科学省の「吹き付け

アスベスト等使用実態調査」に合わせ，本学においても再調査を実施しました。調査では，

材料サンプルを採取してアスベスト含有の有無を確認し，その結果は次のとおりです。 

 

吹き付けアスベスト使用状況      （表中の数字は面積〔㎡〕を示す） 

部屋の使用形態 
区  分 

日常利用室 その他の諸室 通路部分 
備  考 

大 学 校 舎 9,792 959 1,730  

大 学 体 育 館 48    

大 学 宿 舎  5  学生寄宿舎，職員宿舎を含む

附 属 病 院 586 908   

計 10,426 1,872 1,730  

なお，アスベストの存在が確認された部屋については，空気中のアスベスト濃度を測り，

全室飛散していないことを確認しています。 

これらの調査をもとに，今後のアスベスト除去の対策を具体的に検討しています。 
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６６．．ググリリーーンン購購入入のの推推進進  
 

グリーン購入・調達については，平成１５年にグリーン購入法が施行されて以来，毎年

度，「環境物品等の調達の推進を図るための方針について」を策定・公表し，これに基づき

環境物品等の調達を推進しています。 

平成１７年度において，物品等の調達の目標設定を行う品目について，すべて１００％

を調達目標としていましたが，ＯＡ機器のリース・レンタルのうち一部継続使用のものに

ついては，判断基準を満足しないものがありました。また，一般公用車以外の公用車とし

て貨物自動車１台を調達しましたが，仕様を満たす規格のものがなかったため，判断基準

を満足しないものとなりました。 

以下は，平成１７年度の主要品目の調達実績です。 

 

分 野 目標値 総調達量 
特定調達 

物品等 
目標達成率 

紙類（８品目） 100％ 344,409 kg 344,409 kg 全品目100％ 

文具類（７６品目） 100％ 314,155 個 314,155 個 全品目100％ 

機器類（１０品目） 100％ 3,001 台 3,001 台 全品目100％ 

ＯＡ機器（１１品目） 100％ 4,915 台 3,598 台 

継続契約分（1,317

台）を除き全品目

100％ 

家電製品（４品目） 100％ 50 台 50 台 全品目100％ 

役務（５品目） 100％ 1,504 件 1,504 件 全品目100％ 

 

また，公共工事については，使用される資機材が多種多様なことから目標値を設定して

いませんが，事業毎の特性，必要とされる強度，耐久性，機能の確保，コスト等に留意し

つつ，調達方針に掲げられている資材，建設機械等を使用した公共工事の調達に努めまし

た。 
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７７．．環環  境境  教教  育育  のの  取取  りり  組組  みみ  
 

 

環境教育は「環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全に関する教

育及び学習」（「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」による）

と定義される。 

名古屋屋大学学術憲章では，「人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて，人々の幸

福に貢献すること」を名古屋大学の使命としており，我が大学における教育のなかでも環

境教育は重要な位置を占めている。たとえば，法学部・法学研究科における「環境法」，国

際開発研究科における「国際開発協力論」，経済学部・経済学研究科における「環境経済」

などのように，複数の部局に各専門分野からの環境研究を講じる科目が配置されている。

また，環境という名称を含まない講義科目にも対象を拡げれば，農学部・生命農学研究科

や理学研究科において，環境についての理解を深める講義が多数設置されている。第二に，

１～２年生を対象とする全学教育科目においても，環境についての学際的，総合的知識を

講じる科目がある。たとえば「社会と環境」「自然環境と人間」などの科目によって，環境

問題と人間生活との関連にかんして概論的な知識を与えるとともに，学生の環境問題への

理解を高めることが意図されている。 

環境教育についてのこうした各部局での取り組みを基礎に，大学院レベルでの環境学教

育が重なるかたちで，名古屋大学における環境教育は構成されている。環境教育は様々な

領域で取り組まれているが，「環境学」という環境教育の柱を担当しているのが環境学研究

科である。 
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環境学は応用的かつ実践的な学であるが，環境学研究科では，大学院教育として環境学

教育を行うという見地から，環境学の体系的理解を目的とした教育を行っている。 

環境学研究科において環境学は，第 1 に，諸学部で身につけられる知識を土台とした環

境学の諸体系（幹）の理解と，第 2 に，環境学を構成する諸要素の知識（枝）の修得によ

って構成されるものと位置づけられている。環境学教育により，環境に関わる様々な人材

の養成（果実）を柱として，研究プロジェクトである安全・安心学，持続性学の確立をめ

ざした教育を行っている。 

○ 基礎的な学部知識にもとづき、環境学の諸体系 （幹 ）の理解
○ 環境学を構成する諸要素の知識 （枝 ）の修得
○ 教育により、環境に関わる様々な人材の養成 （果実 ）

汚染防止 、土壌浄化 、廃棄物処理 、
環境対応型建材 、下水処理 、都市緑
化 、環境監査 、地震対応建築・・・・・・

安全・安心学安全・安心学 持続性学持続性学
社会環境規範論

心理学

安全で安心のある暮らし

社会学

経済環境論

地理学

環境政策論

環境・安全
マネジメント

都市持続発展論

地球環境システム学

地球環境変動論

建築・環境
デザイン

建築構造
システム

物質環境構造学

気候科学

放射線・生
命環境科学

物質循環科学

地球惑星
ダイナミクス

地圏空間
環境学

環境機能
物質学

地球化学

地球史学

社会の持続的な発展

地域・都市
マネジメント

地質・地球
生物学

地球惑星
物理学

ISO取得支援 、燃料電池 、エコカー 、雨
水利用 、省エネ住宅 、資源 リサイクル 、
環境アセスメント、交通システム ・・・

基礎的な学力（学部知識）基礎的な学力（学部知識）

地球水循環科学
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このための具体的取り組みとして，環境学研究科では文理横断型の講義である「体系理

解科目」を「幹」として，「枝」に当たる専門性の高い講義・演習を通じて，体系的思考に

裏付けられた専門性を涵養する教育に取り組んでいる。 

 

 

   

体体体 系系系 理理理解解解科科科 目目目   
環境学を支える諸体系の理解 

 地地球球環環境境科科学学領領域域     都都市市環環境境学学領領域域     社社会会環環境境学学領領域域   

資資源源・・エエネネルルギギーーとと地地球球環環境境     都都市市環環境境総総合合       環環境境政政策策論論   

地地球球環環境境フフィィーールルドドセセミミナナーー       ププロロジジェェククトト     環環境境行行動動論論   

環環境境行行政政・・ＮＮＰＰＯＯ実実践践セセミミナナーー   環環境境ココミミュュニニケケーー   環環境境倫倫理理   

変変動動帯帯自自然然災災害害論論                 シショョンン           環環境境とと法法   

大大気気環環境境変変動動論論                 ままちちづづくくりり         社社会会環環境境とと犯犯罪罪   

地地球球環環境境科科学学論論                   セセミミナナーー         社社会会とと環環境境   

地地球球物物質質循循環環論論                 ラライイフフササイイククルル     環環境境とと地地域域   

地地球球水水循循環環論論                     ママネネジジメメンントト   

 

 

 

体系理解科目を更に強化する試み

として，平成 15 年 4 月より 3 年間に

わたり UFJ 環境財団による寄附講義

「環境問題への挑戦」が開講された。

この講義は「伊勢湾・濃尾平野から

地球環境問題を考える」というテー

マのもと，学部学生や愛知県内国公

私立大学にも開放されたのみならず，

平成 16 年からは市民開放授業とし

て一般市民にも公開されて実施され

ており，名古屋大学における環境教

育の重要な柱として機能している。 
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社会還元型の環境学教育の取り組みの一つが，環境学研究科における持続性学プロジェ

クトの一環として，環境学研究科の清水裕之教授を中心に進められている「長久手平成こ

ども塾」である。この「長久手平成こども塾」は，環境学教育を地元地域に開かれた環境

教育プログラムとして実践する取り組みである。子ども達が身近な自然をフィールドにし

ながら，地球のこと，森のこと，川のこと，田んぼのこと，都市や人間の生活のことにつ

いて考えるための環境教育プログラムであり，地域の子どもを大学院学生，大学教員，地

域住民，環境ＮＰＯ，行政が支えるという仕組みである。この事業は，長久手町における

「長久手町田園バレー事業」の施策と，文部科学省の地域貢献特別支援事業に採択された

環境学研究科の取り組みとがタイアップするかたちで，平成 14 年から開始されている。環

境教育のプログラムを地域住民の参加を通じて自発的に作り，共に学ぶことを特色として

いる。 

 

  

 

同じく社会還元型の環境学教育の取り組み事例として，環境学研究科の高野雅夫助教授

が中心となって取り組んでいる，「自立した持続可能な山村地域のデザイン」がある。この

プロジェクトは，持続性学プロジェクトの「地域貢献プロジェクト」として実施されてい

る。村の面積の大半を森林が占める愛知県豊根村をフィールドとして，地域住民および大

学院学生・学部学生の参加を得て進められている。同プロジェクトの特徴は，具体的なフ

ィールドに根ざした「持続性教育」を行うことにある。過疎化の進行する山間部の生活が

持続的に維持され，「元気で持続可能な村のくらし」を産み出していくためには，地域の特

徴を活かした取り組みを地域住民が主体となって進める必要がある。このプロジェクトで

は，住民と同じ目線から，大学教員および学生が様々な提言を行うものである。この豊根

村のフィールドでは，学生が現地に泊まり込みで農作業や森林での作業に取り組むなかで，

地域住民の視点からのプロジェクト参加を進めてきた。すでに森林利用熱エネルギー自給

のための木質ペレット燃料供給モデルの提案など，具体的な成果を生み出しつつある。 

 

窒素・リンの流れ：バイオリージョン
市民

バイオガス発生施設

エネルギー

堆肥化施設

農地 里山

太陽エネルギー

食糧食糧 しにょう 生ごみ

液肥 おちば
草

土

持続可能な社会＝バイオリージョン20世紀型社会の持続不可能性
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中学 2 年生 愛知万博エコツアーに参加 

高校１年生 茶臼山林間学校にて矢作川水源

地観察 

８８．．附附属属中中学学校校･･高高等等学学校校ににおおけけるる取取りり組組みみ  
 

 

１１．．総総合合人人間間科科（（総総合合的的学学習習のの時時間間））  
 

 附属中学・高等学校は６カ年一貫

教育の柱として全学年において総合

学習に取り組んでいる。中学２年生

と高校１年生では，総合人間科のテ

ーマは「生命と環境」であり，生徒

全員が環境について学んでいる。学

年の始めに林間学校において，現地

のガイドさんから環境について学び，

自分たちで研究テーマを見つけ，自

分たちで追究方法を考えて一年間に

わたって研究を行っている。毎年１

１月には，中２，高１ともに学外で

の聞き取り調査（フィールドワーク）

に出かけ，専門の方に直接お話をお聞きしている。 

 

 

フィールドワークでは多くの生徒が名古屋

大学の先生方を訪れ，新エネルギーや生態系

などについて学んでいる。また，リサイクル

センターなどの学外施設に出かけて直接お話

を聞いている。これらの研究内容は，学年で

の研究発表会を通して，生徒間で共有される。

また，学年の最後には，自分たちが調べたこ

とのみでなく，追究活動を通してどのように

考え方が変化したかを研究集録という一冊の

本としてまとめて教材としている。そして，

この研究集録はその学年のみならず，次の学

年の教材としても利用されている。 

 

 

これらの活動を通して，生徒たちは，自分の興味・関心を基盤とした各自のアプローチ

で環境について考える機会を得ることができる。最先端の研究をリアルタイムで知ること

ができるという有意義なフィールドワークは生徒たちが深く考える大きな要因となってい

る。以上のような活動によってより広く，より深く，多角的に「環境」について考え続け

ていく力を育てていきたいと願っている。 
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２２．．生生活活委委員員会会にによよるる取取りり組組みみ  
 

地球環境は，私たちの日々の生活と密接

な関係がある。日々の生活の中から自分た

ちができることを考え，そして生徒一人ひ

とりが，よりよい環境を築いていくという

自覚をもって行動することが大切であると

考える。 

そこで，附属学校では，毎日の生活の中

から大量に出るゴミ問題に注目し，生活委

員会が中心となって，生徒主体によるゴミ

分別活動を行い，限りある資源を大切にし，

身近な環境美化に努めている。 

 

  

各フロアに設置された「ペットボトル」

「紙パック」「缶」の分別ゴミ箱 

毎週月曜日・木曜日に生活委員の生徒が

回収している 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴミ集積場には，各教室から出たゴミ

が集められる。リサイクル古紙，ペット

ボトル，びん，缶，紙パック，電池，可

燃ゴミ，不燃ゴミ，段ボール等，各教室

で分別されたゴミを，生活委員の生徒が

主体となってチェックを行い，分別を呼

びかけている。 
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９９．．学学生生おおよよびび学学内内諸諸団団体体にによよるる取取りり組組みみ  
 

 

１１．．学学生生団団体体（（ササーーククルル））のの取取りり組組みみ  
 

下宿用品リユース市 

 

リユース市とは，卒業する

下宿生から不要となった家

具・家電を引取り，主に新入

生を対象に安値で譲るイベン

トです。１９９５年，名古屋

大学環境サークル Song Of 

Earth のメンバーを中心に始

められ，今年で第１１回を迎

えるこのイベントには名古屋

大学の後援もいただいていま

す。 

また，平成１５年度第１回

の総長顕彰において「正課外

活動への取り組み」部門の「サ

ークル活動」の分野で表彰し

ていただきました。さらに，平成１６年度名古屋大学全学同窓会大学支援事業にも採択さ

れ，活動助成金をいただいています。 

このイベントで取扱っている物品は主に冷蔵庫や洗濯機，電子レンジなどの家電製品や

ベッド，棚などの家具で去年は約３００点が新たな持ち主の手へと渡りました。リユース

市は例年１０月頃から企画を立て始め，１月に卒業生への物品提供依頼の宣伝をします。

そして期末テスト後の２月中旬から３月下旬にかけてトラック等により物品を回収し，あ

らかじめ学内で借用申請した倉庫で

スタッフが掃除をした後一時保管し

ておき，３月末から４月初めのリユー

ス市開催日に物品を引き渡します。開

催日ではまず物品ごとに抽選を行い

購入者を決定し，抽選を行わなかった

物品は残品セールを行います。それで

も売れ残った場合には，粗大ごみに出

すことになってしまいます。 
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残念なことですが，こうして粗

大ごみとなる物品も毎年１０～２

０品程出てしまいます。また，大

型物品が多いという性質上持ち帰

りが大変なため，抽選終了後には

購入者に対しリアカーの貸し出し

や，トラックによる配送も行って

います。 

こうした活動を通して粗大ごみ

や学内の不法投棄減少，学生の環

境意識向上，新入生の経済的負担

軽減を達成できればと考えていま

す。このイベントを継続的に行っ

ていることや，新聞紙上でも取り

上げていただいたこともあり，最

近では徐々に「下宿用品リユース

市」の知名度も高まってきており，

利用者が増加してきています。 

しかし，物品提供者である卒業

生の中にはリユース市を単なる不

用品処理のための場と考えている人

もいます。一方，購入者についても，

安く下宿用品が買えるとしか考えて

いない人もおり，今ひとつ私たちが

運営しているリユース市の理念を理

解してもらっていないのが現状でも

あります。このような問題をどのよ

うに解決していくかが今後の課題と

なります。 
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２２．．消消費費生生活活協協同同組組合合のの取取りり組組みみ  
 

ゴミ資源化，減量化の取り組み 

 

名古屋大学消費生活協同組合では，

生協の店舗及び店舗周りに「可燃」

「不燃」「資源（缶，ペットボトル）」

の各回収箱を設置し分別回収を呼び

かけており，学内から排出される缶

とペットボトルの全学一元化回収に

協力し，回収した缶とペットボトル

を納入業者に引き取ってもらってい

ます。 

 

 

 

また，学内から排出されるコピー用紙や機密書

類などの紙類（学内資源古紙）は，年間３００ト

ン以上にものぼり，これらを再資源化するため定

期的に回収し，古紙中間処理施設で仕分けやシュ

レッダー処理を行い，それらを原料としたトイレ

ットペーパーの納品業務を行っています。 

 

 

 

 

また，食堂においては，カット野菜

を多く取り入れたり食堂から排出され

る残飯と使用済み食用油の回収を専門

の処理業者に委託するなどゴミの減量

化に努めています。 

そのほか，牛乳パックの回収や学内

配達弁当にリサイクル容器を取り入れ，

その回収と再資源化や売店における

「マイバッグ運動」（買い物袋持参運

動）に取り組んでいます。 
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１１００．．社社  会会  とと  のの  連連  携携  
 

 

第 6 回 エコツアーの開催 

 

環境安全衛生管理室・環境指導員室・名古屋大学消費生活協同組合は，2005 年 6 月 4，5

日に第 46 回名大祭で「第 6 回エコツアー」を開催しました。この催しは，全国の大学に先

駆けて名古屋大学が 2000 年 4 月から実施している 20 項目におよぶ一般ごみの分別回収及

び古紙リサイクルの内容，その成果・現状を一般の方に広く周知し，ごみ問題への関心を

高めることを目的としています。 

エコツアーは，①名大祭でのごみの分別回収の説明（豊田講堂前リサイクルステーショ

ン），②本学でのごみの発生量や処理方法等のパネルによる説明（環境指導員室），③古紙

シュレッダーの体験（古紙中間処理施設），の 3 ヵ所を回るスタンプラリーで実施しました。

各箇所では参加者に，本学のごみの分類を説明したクリアホルダーや本学の古紙をリサイ

クルしたトイレットペーパー等が配られました。 

参加者は 259 人で，その約 80%の 206 人もの方にすべてを回っていただきました。参加

者は，小学生からお年寄りまで幅広く，それぞれの家庭でのごみの対処と本学のごみ問題

への取り組みを比較しながら，環境にやさしい生活を送ることの重要さを実感していただ

きました。 

名大祭リサイクルステーション（豊田講堂前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴール地点（古紙中間処理施設） 
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１１１１．．むむ  すす  びび  
 

 

名古屋大学環境報告書 2006 が完成して公表する運びとなりました。この 2006 は当然の

こと 2005 年の名古屋大学の環境への取り組みの纏めというものです。改めて取り組みを見

直してみると多くのことを試み、努力したつもりでもその結果は厳しいものがあります。

目に見える形でのエネルギーの削減、環境負荷の軽減などは大変難しく、この結果を見な

がら再度仕切り直しなのかという実感を深くしました。 

幸いにもゴミの量は職員学生の認識、社会的な取り組みの向上の結果として、着実にそ

の量を減らしています。おそらくはプラスチック・紙リサイクル、廃品回収など多面的な

取り組みの結果がゴミ排出量の削減になったと考えられ、単純に一つのことへの取り組み

が直截的に結果に表れるのではないという実感がします。 

国立大学の法人化後、名古屋大学は運営交付金が削減される中でも外部資金により研究

教育環境の拡大を図ってきました。しかし皮肉にも教育・研究の充実を図ればはかるほど、

エネルギー消費は増加し、施設等の有効活用を進めればすすめるほど原単位エネルギー量

(平方メートル当)は増え続けると言う自己矛盾に近い状況に追い込まれてきています。今

後さらに教育・研究活動を活発化させながらエネルギー削減と環境負荷の軽減を図ること

は、環境報告書作成担当部署としてだけの問題ではなく大学教職員・学生の一体となった

取り組み無くしてはできないことが明らかになってきました。 

この環境報告書が何となくもの足らないのはまだまだ教育・研究を通して、全学一体と

なった取り組みが未成熟であることを物語っているものだと思います。改めて担当責任理

事として環境方針の下に基本理念、基本方針の実践を学内に広く呼びかけて行きたいと考

えています。学内の多くの部署で取り組みの発展を期待します。 

 

 

病院・施設整備・環境安全担当理事 

杉浦康夫 
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